景品表示法5 条の「一般消費者による自主的かつ合理的な選択を阻害するおそれ」の意義 by 小畑 徳彦
流通科学大学論集―流通・経営編―第 32 巻第 1 号，45-69（2019） 
*流通科学大学商学部、〒651-2188 神戸市西区学園西町 3-1 
（2019 年 3 月 12 日受理） 





The purpose of “which may impede independent and rational choice of general 








































Ⅱ．景品表示法 5 条 1 号及び 2 号について 
１．景品表示法 5 条 1 号及び 2 号の構造と消費者庁の解釈 











































消費者庁が平成 26 年 3 月に作成公表した「メニュー・料理等の食品表示に係る景品表示法上の














































「景品表示法第 1 条の規定の趣旨や同法の制定過程からみるに、景品表示法第 4 条第 1 号（現































消費者法になり、5 条 1 号・2 号の「不当に顧客を誘引し、公正な競争を阻害するおそれがあるも
の」という要件は「不当に顧客を誘引し、一般消費者による自主的かつ合理的な選択を阻害する

















































































































































































当該表示が景品表示法 5 条 1 号に該当する表示か否かを判断するため、期限を定めて当該表示に
ついて裏付けとなる合理的な根拠を示す資料の提出を求めた。D 社は資料を提出したが消費者庁
は提出された資料は当該表示について裏付けとなる合理的な根拠を示す資料ではないと判断し、
景品表示法 7 条 2 項の規定により同法 5 条 1 号に該当する表示とみなして D 社に対し措置命令を
行った19）。D 社は措置命令を不服として消費者庁に対し審査請求をした。消費者庁は、行政不服
審査法 43 条に基づき、行政不服審査会に対し、審査請求を棄却すべきであるとする諮問をした。
なお、措置命令は、事実として D 社の表示内容及び消費者庁長官が景品表示法 7 条 2 項の規定に
基づき当該表示の裏付けとなる合理的根拠を示す資料の提出を求めたところD社は資料を提出し
たが当該資料は表示の裏付けとなる合理的な根拠を示すものとは認められなかったことを記載し、
これらの事実から、D 社が行った表示は景品表示法 5 条 1 号に該当する表示とみなされる旨記載
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7 条 2 項を適用して資料の提出を求めており、手続に違法がある旨主張している。しかし、本
件表示は、本件商品の優良性を強調する表示であって、表示された優良性は一般消費者が本件






本件で、行政不服審査会は、商品の内容に関する表示が景品表示法 5 条 1 号に該当するために




①の要件については、景品表示法 5 条 1 号の規定からは著しい優良性を示せば足り、優良性を




求めることができるのは、表示が 5 条 1 号に該当するか否かを判断するため表示の裏付けとなる




































社から OEM で本件 6 商品の供給を受けていた N 社は、M 社から国が定める試験方法に基づく値
として提供を受けたデータに基づいて本件表示をしていた。 




























事業者が 5 条の規定に違反する行為（同条 3 号に該当する表示に係るものを除く）を行った場



































ウ．景品表示法 5 条 1 号にいう「不当に」は、昭和 37 年の景品表示法制定以来、改正を重ねて現
行の景品表示法に至るまで、一貫して表示内容の不当性を意味するものとされてきており、こ
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（4）検討 





は景品表示法 5 条 1 号に該当しないという解釈が適当でないことは、消費者庁裁決が述べている
とおりである。しかし、だからといって「不当に顧客を誘引し、一般消費者による自主的かつ合
理的な選択を阻害するおそれがあると認められるもの」という要件に該当することが必要でない






















































































認される表示であれば直ちに景品表示法 5 条に違反するということはできなくなったのである。 
前述のように、消費者庁が景品表示法 5 条 1 号の優良誤認表示に該当するとして行った措置命
令が争われた事件で、裁判所及び行政不服審査会は、「不当に顧客を誘引し、一般消費者による自
主的かつ合理的な選択を阻害するおそれがある」という要件についても検討する必要を認め、判
断している。これは消費者庁移管後の景品表示法 5 条 1 号の条文の構造からは当然といえよう。
消費者庁はこれらの判決や行政不服審査会の答申が出された後も、措置命令において「不当に顧
客を誘引し、一般消費者による自主的かつ合理的な選択を阻害するおそれがある」という要件に





































































































で採取した水を「六甲のおいしい水」と称して 500 ミリリットル、1.5 リットル、2 リットルのペッ
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Ⅲ．景品表示法 5 条 3 号について 
１．景品表示法 5 条 3 号の構造 




































メーカーの名称・商標が表示されており（原産国告示 2 項 2 号参照）、また文字による表示の全部












































































公正取引委員会が原産国告示を制定した昭和 48 年から 40 年以上が経過し、原産国の表示が消
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2） 拙著「消費者庁移管後の景品表示法の運用と改正」ノモス第 35 号（Ｈ26.12）19-21 頁 





6） 食品表示ガイドライン第 2・5（2） 
7） 健康食品ガイドライン第 3・4（1）、消費者庁「不当景品類及び不当表示防止法第 7 条第 2 項の運用指針」
（H15.10.28 公正取引委員会公表、H28.4.1 消費者庁最終改正）第 1・2（2）、有利誤認表示について、消費
者庁「不当な価格表示についての景品表示法上の考え方」（H 12.6.30 公正取引委員会公表、H28.4.1 消費者
庁最終改定）第 2・1（2） 
8） 笠原宏編著『景品表示法 第 2 版』（H22）47 頁。片桐一幸編著・同第 3 版（H26）47 頁も同じ。 
9） 菅久修一編著『景品表示法』（H17）36 頁 
10）公正取引委員会平成 3 年 11 月 21 日審判審決（日本交通公社事件審決）、平成 2 年（判）第 1 号、公正取引
委員会審決集 38 巻 3 頁 
11）前掲拙著 20 頁注 45 
12）真渕博編著『景品表示法 第 4 版』（H27）53 頁。大元慎二編著・同第 5 版（H29）53 頁も同じ。 
13）東京地裁平成 29 年 6 月 27 日判決（村田園事件判決）、平成 28 年（行ウ）135 号、判例集未掲載。この判
例の評釈を含む論文として、長橋宏明「景品表示法と食品表示法の横断的観察」公正取引№804（Ｈ29.10）
29 頁。 





18）行政不服審査会平成 30 年 2 月 2 日答申（だいにち堂事件答申）、平成 29 年度答申第 39 号 
19）消費者庁平成 29 年 3 月 9 日措置命令、消表対第 284 号 
20）行政不服審査会平成 30 年 10 月 31 日答申、平成 30 年度答申第 47 号 
21）消費者庁平成 29 年 1 月 27 日措置命令、消表対第 81 号 
22）消費者庁平成 29 年 6 月 14 日課徴金納付命令、消表対第 769 号 
23）消費者庁平成 30 年 12 月 21 日裁決、消総総第 710 号 
24）東京高裁平成 19 年 10 月 12 日判決（ビームス事件判決）、平成 19 年（行ケ）第 4 号、公正取引委員会審決





景品表示法 5 条の「一般消費者による自主的かつ合理的な選択を阻害するおそれ」の意義 
 
取引委員会審決集 55 巻 842 頁 
25）前掲日本交通公社事件審決 
26）東京高裁平成 14 年 6 月 7 日判決（カンキョー事件判決）、平成 13 年（行ケ）第 454 号、公正取引委員会審
決集 49 巻 579 頁 
27）旧一般指定（昭和 28 年公正取引委員会告示第 11 号）6 項。なお、同規定は 1982 年の一般指定の改正によ
り 8 項（ぎまん的顧客誘引）、9 項（不当な利益による顧客誘引）等に分けられた。 











編著『不公正な取引方法』（S57）59 頁、金井貴嗣・川濱昇・泉水文雄編著『独占禁止法 第 6 版』（Ｈ30）
367 頁等）。 
32）笠原前掲 27-28 頁。片桐前掲 27-28 頁、真渕前掲 28 頁、大元前掲 27 頁も同じ。 
33）向田直範「消費者庁による景品表示法の運用について」、根岸古稀『競争法の理論と課題』（Ｈ25）567 頁。
なお、同論文は注で同旨のものとして笠原前掲を挙げている。 
34）白石忠志「景品表示法の構造と要点 第 1 回 景表法の概要―目的・沿革・権限」NBL No.1043（H27.2.1） 
35）平山前掲 18 頁も同様の指摘を行っている。 





39）連邦取引委員会 ”FTC Policy Statement on Deception”（1983）。拙著「米国における不当表示規制」流通科学
大学論集―流通・経営編 27 巻 2 号 59 頁参照。 
40）消費者庁平成 25 年 12 月 19 日措置命令、消表対第 593 号 
41）公正取引委員会平成 20 年 6 月 17 日排除命令、平成 20 年（排）第 40 号、公正取引委員会排除命令集（26）
480 頁 
42）伊従・矢部編前掲 491-492 頁（矢部） 
43）林秀弥・村田恭介・野村亮輔『景品表示法の理論と実務』（Ｈ29）142-143 頁 
44）法律による委任の範囲を逸脱した行政立法（委任命令）が制定されれば、それは違法な立法として無効と
なる（稲葉馨・人見剛・村上裕章・前田雅子『行政法 第 4 版』（Ｈ30）57 頁）。委任命令が違法とされた
判決として、子の名に用いることのできる常用平易な文字の範囲を定めた戸籍法施行規則 60 条が戸籍法
50 条 2 項の委任の範囲を逸脱しているとし、社会通念上明らかに常用平易な文字と認められる「曽」の字
を用いて子の名を記載した出生届を受理しないことは許されないとした最高裁決定（最高裁平成 15 年 12
月 25 日決定、最高裁平成 15 年（許）第 37 号、民集 57 巻 11 号 2562 頁）等がある。 
45）昭和 48 年 10 月 16 日公正取引委員会告示第 34 号 
46）公益財団法人矢野恒太記念会編集『日本国勢図会 第 76 版』（Ｈ30）によると、2017 年において、例えば
液晶テレビは国内生産 41 万 7 千台に対し輸入が 581 万 7 千台、電気洗濯機は国内生産 96 万 7 千台に対し
輸入が 431 万 2 千台であった（原資料は、国内生産については経済産業省「生産動態統計」、輸入について
は財務省「貿易統計」）。 
47）前掲東京高裁平成 19 年 10 月 12 日判決 
48）消費者庁平成 22 年 3 月 25 日措置命令、消表対第 82 号 
